
平成七年農林水産省令第十七号

主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行規則

主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平成六年法律第百十三号）第六十五条第一項、第二項並びに第四項並びに主要食糧の需給

及び価格の安定に関する法律施行令（平成七年政令第九十八号）別表第一第十号、別表第二第九号及び第十号、第三条、第五条第三号並び

に第六条第二項並びに第三項（同令第六条第五項において準用する場合を含む。）並びに第六項の規定に基づき、主要食糧の需給及び価格

の安定に関する法律施行規則を次のように定める。

（基本指針）

第一条　農林水産大臣は、少なくとも毎年二回、十一月三十日及び翌年の三月三十一日までに、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法

律（以下「法」という。）第四条第一項の規定により定めた基本指針を見直し、必要があると認めるときには、同条第六項の規定により

これを変更するものとする。

（生産調整方針の認定を受けることができる者の規模）

第二条　主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行令（以下「令」という。）第三条の農林水産省令で定める規模は、法第五条第一

項の認定を受けようとする年の米穀の生産予定数量若しくは出荷予定数量又は当該年の前年の米穀の生産数量若しくは出荷数量のいずれ

か大きい数量が二十トン（農林水産大臣が、生産調整の円滑な推進を図るため特に必要があると認めるときは、〇・三トン）であること

とする。

（生産調整方針の認定申請手続）

第三条　法第五条第一項の認定を受けようとする者は、別記様式第一号により作成した生産調整方針を地方農政局長（北海道にあっては、

北海道農政事務所長。第三十三条を除き、以下同じ。）に提出しなければならない。

（生産調整方針の認定基準）

第四条　法第五条第三項第三号（令第四条第二項において準用する場合を含む。）の農林水産省令で定める基準は、生産調整方針の内容が

法令に違反するものでないこととする。

（米穀安定供給確保支援機構の指定の申請）

第五条　法第八条第一項の規定による指定を受けようとする法人は、次に掲げる事項を記載した申請書を農林水産大臣に提出しなければな

らない。

一　名称及び住所並びに代表者の氏名

二　事務所の所在地

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　定款及び登記事項証明書

二　役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面

三　法第八条第一項の規定による指定の申請に関する意思の決定を証する書面

四　法第九条各号に掲げる業務の実施に関する基本的な計画

五　法第九条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うことができることを証する書面

六　もち米の需給の安定に係る業務その他の米穀の安定供給の確保を支援することを目的とする業務（法第九条各号に掲げる業務を除

く。）を行っている場合にあっては、当該業務の内容を記載した書面

（機構の名称等の変更の届出）

第六条　法第八条第一項の米穀安定供給確保支援機構（以下「機構」という。）は、同条第三項の規定による届出をしようとするときは、

次に掲げる事項を記載した届出書を農林水産大臣に提出しなければならない。

一　変更後の名称、住所又は事務所の所在地

二　変更しようとする日

三　変更の理由

（業務規程の記載事項）

第七条　法第十一条第一項の業務規程に記載すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

一　貸付金の使途

二　保証に係る債務の種類

三　業務に必要な資金の造成に関する事項

四　その他法第九条第一号及び第二号に掲げる業務を実施する上で必要な事項

（業務規程の認可の基準）

第八条　法第十一条第一項の認可の基準は、法第九条第一号及び第二号に掲げる業務を適正かつ確実に実施する上で適当なものであること

とする。

（事業計画等の認可の申請）

第九条　機構は、法第十二条第一項前段の認可を受けようとするときは、毎事業年度開始前に（法第八条第一項の規定による指定を受けた

日の属する事業年度にあっては、その指定を受けた後遅滞なく）、事業計画書及び収支予算書を農林水産大臣に提出しなければならない。

２　機構は、法第十二条第二項の規定による承認を受けようとするときは、毎事業年度終了後三月以内に申請しなければならない。

（区分経理の方法）

第十条　機構は、法第九条第一号に掲げる業務（これに附帯する業務を含む。以下「貸付業務」という。）に係る経理及び同条第二号に掲

げる業務（これに附帯する業務を含む。以下「債務保証業務」という。）に係る経理についてそれぞれ特別の勘定を設け、貸付業務に係

る経理、債務保証業務に係る経理及びその他の業務に係る経理をそれぞれ区別して整理しなければならない。

２　第五条第二項第六号に規定する業務に係る経理は、前項のその他の業務に係る経理において整理するものとする。

（米穀価格形成センターの指定の申請）

第十一条　法第十八条第一項の規定による指定を受けようとする法人は、次に掲げる事項を記載した申請書を農林水産大臣に提出しなけれ

ばならない。

一　名称及び住所並びに代表者の氏名

二　事務所の所在地

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　定款及び登記事項証明書

二　役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面

三　法第十八条第一項の規定による指定の申請に関する意思の決定を証する書面
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四　法第十九条各号に掲げる業務の実施に関する基本的な計画

五　法第十九条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うことができることを証する書面

（センターの名称等の変更の届出）

第十二条　法第十八条第一項の米穀価格形成センター（以下「センター」という。）は、同条第三項の規定による届出をしようとするとき

は、次に掲げる事項を記載した届出書を農林水産大臣に提出しなければならない。

一　変更後の名称、住所又は事務所の所在地

二　変更しようとする日

三　変更の理由

（業務規程の記載事項）

第十三条　法第二十条第一項の業務規程に記載すべき事項は、次に掲げる事項とする。

一　法第十九条第一号の価格形成施設（以下この条において「価格形成施設」という。）を開設する地に関する事項

二　価格形成施設を開設する期日に関する事項

三　法第二十一条の売買取引（以下この条において「売買取引」という。）を行うことができない者に関する事項

四　売買取引の方法に関する事項

五　売買取引の決済に関する事項

六　売買取引の制限に関する事項

七　売買取引の数量及び価格等の公表に関する事項

八　売買取引に関し必要な事項を調査審議する委員会（次項第四号において「委員会」という。）の設置及び運営に関する事項

２　前項第八号に掲げる事項にあっては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一　委員の要件に関する事項

二　委員の身分保障に関する事項

三　委員の職務上知り得た秘密の保持に関する事項

四　委員会の意見に関する事項

（業務規程の認可の基準）

第十四条　法第二十条第一項の認可の基準は、法第十九条第一号に掲げる業務を適正かつ確実に実施する上で適当なものであることとす

る。

（公表事項）

第十五条　法第二十三条の農林水産省令で定める事項は、米穀の取引の指標とすべき価格とする。

（事業計画等の認可の申請）

第十六条　センターは、法第二十四条第一項前段の認可を受けようとするときは、毎事業年度開始前に（法第十八条第一項の規定による指

定を受けた日の属する事業年度にあっては、その指定を受けた後遅滞なく）、事業計画書及び収支予算書を農林水産大臣に提出しなけれ

ばならない。

２　センターは、法第二十四条第二項の規定により、事業報告書及び収支決算書を提出しようとするときは、毎事業年度終了後三月以内に

しなければならない。

（役員の選任及び解任の認可の申請）

第十七条　センターは、法第二十五条第一項の認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を農林水産大臣に提出しな

ければならない。

一　選任又は解任に係る役員の氏名、住所及び略歴

二　選任又は解任の理由

（米穀の政府買入れ及び政府売渡し）

第十八条　法第二十九条の規定による米穀の買入れ又は売渡しを競争入札により行う場合にあっては、入札に参加することのできる者の資

格として、法その他の米穀の流通に関する法令の規定に違反する者でないこと、米穀の出荷数量又は販売数量が一定の数量以上であるこ

とその他の備蓄の円滑な運営を図る上で必要な要件を定めるものとする。

２　法第二十九条の規定による米穀の買入れ又は売渡しを随意契約により行う場合にあっては、米穀の需給状況を参酌し、買入れ又は売渡

しの相手方を定めるものとする。

３　前項の規定にかかわらず、法第二十九条の規定による米穀の売渡しを他に委託して行う場合にあっては、米穀の需給状況を参酌し、委

託を受けた者に売渡しの相手方の選定の基準及び売渡しの方法を指示するものとする。

（米穀の買受資格者）

第十九条　法第二十九条の農林水産省令で定める者は、次に掲げる者とする。

一　米穀を原料又は材料として使用する製造又は加工の事業を行う者

二　米飯の販売の事業を行う者

三　国の機関、地方公共団体その他法第二十九条の規定により政府から買い入れた米穀を公共用、公用又は公益事業の用に供すると認め

られる者

（納付金の納付を要しない米穀等の用途）

第二十条　令第七条第三号の農林水産省令で定める用途は、繊維製品染色糊又は特定朝食シリアルの製造に使用される原材料とする。

（納付金の納付の申出）

第二十一条　令第八条第一項の規定による申出をしようとする者は、別記様式第二号による申出書を地方農政局長に提出するものとする。

２　令第八条第二項（同条第五項において準用する場合を含む。）の農林水産省令で定める事項は、輸入に係る米穀等の種類及び数量並び

に納付金の単価とする。

３　令第八条第三項（同条第五項において準用する場合を含む。）の農林水産省令で定める書類は、契約書の写し、仕入書の写しその他輸

入に係る米穀等の種類及び数量を確認できる書類とする。

４　令第八条第四項の規定による記載事項の変更の申出をしようとする者は、別記様式第三号による変更の申出書を地方農政局長に提出す

るものとする。

５　令第八条第六項の規定による通知は、別記様式第四号による通知書を交付して行うものとする。

（米穀の輸入数量の届出）

第二十二条　法第三十五条の規定による届出をしようとする者は、別記様式第五号による届出書を地方農政局長に提出しなければならな

い。
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２　前項の届出をしようとする者（当該届出に係る米穀を個人用として輸入しようとする者に限る。）は、その者の身分証明書、運転免許

証、国民健康保険被保険者証等その者の住所（本邦に住所を有しない者にあっては、国籍及び旅券番号）及び氏名を確かめるに足りる資

料を提示し、又はその資料の写しを添付しなければならない。

（米穀の輸出数量の届出）

第二十三条　法第三十六条の規定による届出をしようとする者は、別記様式第六号による届出書を地方農政局長に提出しなければならな

い。

（輸出数量の届出を要しない米穀）

第二十四条　令第十条第八号の農林水産省令で定める米穀は、次に掲げる米穀とする。

一　国際緊急救助隊の派遣に関する法律（昭和六十二年法律第九十三号）の規定により派遣された国際緊急救助隊又は国際連合平和維持

活動等に対する協力に関する法律（平成四年法律第七十九号）の規定により派遣された国際平和協力隊に送付される米穀

二　令第十条第三号又は第四号に規定する者以外の者の個人的使用に供するために非商業的に輸出される米穀

（納付金の納付を要しない麦等の用途）

第二十五条　令第十三条第三号の農林水産省令で定める用途は、国際観光ホテル整備法（昭和二十四年法律第二百七十九号）第三条の登録

を受けたホテル業を営む者によるその登録に係るホテルにおける使用とする。

（準用）

第二十六条　第二十一条の規定は、法第四十五条第一項の納付金について令第十四条において準用する令第八条の納付金の納付手続につい

て準用する。この場合において第二十一条第一項中「別記様式第二号」とあるのは「別記様式第七号」と、同条第三項中「確認できる書

類」とあるのは「確認できる書類（関税暫定措置法（昭和三十五年法律第三十六号）第八条の二第三項に規定する特別特恵受益国を原産

地とする麦等の輸入を行おうとする者にあっては、確認できる書類及び当該麦等の原産地を証明した書類）」と、同条第四項中「別記様

式第三号」とあるのは「別記様式第八号」と、同条第五項中「別記様式第四号」とあるのは「別記様式第九号」と読み替えるものとす

る。

（米穀の出荷又は販売の事業の届出）

第二十七条　法第四十七条第一項の農林水産省令で定める規模は、当該年度の米穀の出荷予定数量若しくは販売予定数量又は前年度の米穀

の出荷数量若しくは販売数量のいずれか大きい数量が二十精米トンであることとする。

２　法第四十七条第一項の規定による届出をしようとする者は、別記様式第十号による届出書を地方農政局長に提出しなければならない。

３　法第四十七条第一項第四号の農林水産省令で定める事項は、同項の事業の開始予定時期及び同項の規定による届出時点における年間出

荷予定数量又は年間販売予定数量とする。

４　第一項及び前項の出荷予定数量、販売予定数量、出荷数量及び販売数量には、自ら生産した米穀であって、法第四十七条第一項の規定

による届出をした者に出荷し、又は販売するものの数量は含まないものとする。

５　法第四十七条第二項又は第三項の規定による届出をしようとする者は、別記様式第十一号又は第十二号による届出書を地方農政局長に

提出しなければならない。

（届出事業者の帳簿）

第二十八条　法第四十八条の規定による帳簿の記載事項は、次に掲げるとおりとする。

一　米穀の種類別の出荷数量又は販売数量（自ら生産した米穀であって、法第四十七条第一項の規定による届出をした者に出荷し、又は

販売するものの数量は含まない。）

二　自ら生産した米穀のみの出荷又は販売を行う者以外の者にあっては次に掲げる事項

イ　米穀の種類別の出荷若しくは売渡しの委託を受けた数量又は買受数量

ロ　米穀の種類別の在庫数量

２　前項の帳簿は、毎月末までに、前月中における前項に規定する事項について、記載を終了していなければならない。

３　第一項の帳簿は、当該帳簿に最終の記載をした日から起算して三年間保存しなければならない。

（主要食糧の交付）

第二十九条　農林水産大臣は、令第十五条第一項の規定により主要食糧の交付を受けた者が交付の条件に違反し、その他不正の行為をした

ときは、その者に対し、主要食糧の価格に相当する金額の全部又は一部の返還を命ずることができる。

（調査）

第三十条　法第五十一条の調査は、主要食糧の生産量、販売量、購入量、消費量等につき行うものとする。

（身分を示す証明書）

第三十一条　法第五十二条第一項の規定により立入検査をする職員の携帯する身分を示す証明書は、別記様式第十三号によるものとする。

（都道府県知事の行う勧告の内容等の報告）

第三十二条　令第十七条第三項の規定による報告は、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した書面を提出してしなければならない。

一　勧告又は命令をした米穀の出荷又は販売の事業を行う者の氏名又は名称及び住所

二　勧告又は命令をした年月日

三　勧告又は命令の内容

四　その他参考となるべき事項

２　令第十七条第四項の規定による報告は、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した書面を提出してしなければならない。

一　報告を求め、又は立入検査を行った業として主要食糧の出荷、販売、輸入、加工又は製造を行う者（以下「主要食糧出荷等事業者」

という。）の氏名又は名称及び住所

二　報告を求め、又は立入検査を行った年月日

三　報告の徴収又は立入検査の結果

四　その他参考となるべき事項

（権限の委任）

第三十三条　法及び令に規定する農林水産大臣の権限のうち、次の各号に掲げるものは、地方農政局長（北海道にあっては、北海道農政事

務所長）に委任する。ただし、第四号に掲げる権限については、農林水産大臣が自らその権限を行使することを妨げない。

一　法第五条第一項並びに令第四条第一項及び第三項の規定による権限

二　法第三十五条及び第三十六条の規定による権限

三　法第四十七条の規定による権限

四　法第五十二条第一項の規定による権限（法第七条の三の規定の施行に関するものを除く。）

五　令第八条第一項、第四項及び第六項（これらの規定を令第十四条において準用する場合を含む。）の規定による権限
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２　前項に規定するもののほか、法に規定する農林水産大臣の権限のうち、次の各号に掲げるものは、当該各号に定める地方農政局長に委

任する。ただし、農林水産大臣が自らその権限を行使することを妨げない。

一　法第七条の三第一項の規定による勧告（米穀の出荷又は販売の事業を行う者であって、その主たる事務所並びに販売所、事業所及び

倉庫が一の地方農政局の管轄区域内のみにあるもの（次号において「地方出荷販売事業者」という。）に関するもの（令第十七条第一

項本文の規定により都道府県知事が行うこととされる事務に係るものを除く。）に限る。）　当該地方農政局の長

二　法第七条の三第一項の規定による前号に定める地方農政局長の勧告（令第十七条第一項本文の規定により同項第一号に定める都道府

県知事がした勧告を含む。）に係る法第七条の三第二項の規定による命令（地方出荷販売事業者に関するもの（令第十七条第一項本文

の規定により都道府県知事が行うこととされる事務に係るものを除く。）に限る。）　当該地方農政局長

三　法第五十二条第一項の規定による主要食糧出荷等事業者に対する報告の徴収（法第七条の三の規定の施行に関するものに限る。）　当

該主要食糧出荷等事業者の主たる事務所の所在地を管轄する地方農政局長

四　法第五十二条第一項の規定による主要食糧出荷等事業者に関する立入検査（法第七条の三の規定の施行に関するものに限る。）　当該

主要食糧出荷等事業者の事務所、営業所、販売所、事業所、倉庫又は工場の所在地を管轄する地方農政局長

附　則　抄

（施行期日）

１　この省令は、平成七年四月一日から施行する。

附　則　（平成七年一〇月一八日農林水産省令第五六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、法の施行の日（平成七年十一月一日）から施行する。

（食糧管理法施行規則等の廃止）

第二条　次に掲げる省令は、廃止する。

一　食糧管理法施行規則（昭和五十七年農林水産省令第一号）

二　政府に売り渡すべき米穀に関する政令第五条の二の手続を定める省令（昭和四十三年農林省令第五十三号）

三　食糧緊急措置令施行規則（昭和二十一年農林省令第十号）

（自主流通米とみなされる米穀）

第三条　主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行令の一部を改正する政令（平成七年政令第三百五十五号。附則第五条において

「新令」という。）附則第四条の農林水産省令で定める米穀は、前条の規定による廃止前の食糧管理法施行規則（以下「旧規則」という。）

別表第二第一号の規定により売り渡された米穀とする。

（計画出荷米以外の米穀に係る届出に関する経過措置）

第四条　この省令の施行の日前に旧規則別表第一第一号の三の規定により食糧事務所の長の承認を受けた特別栽培米流通計画に従って売り

渡される同号の特別栽培米については、当該承認に係る申請を第十四条の規定による届出書の提出とみなす。

（氏名等の変更の届出に関する経過措置）

第五条　この省令の施行の際現に新令附則第二条の規定による廃止前の食糧管理法施行令（昭和二十二年政令第三百三十号。以下「旧令」

という。）第五条の二第一項第一号又は第二号の事項に変更があった者に係る旧規則第四十条の規定による届出については、なお従前の

例による。

２　この省令の施行の際現に旧令第五条の十第一項第一号又は第二号の事項（旧規則第四十九条の小売業者にあっては、旧令第五条の十第

一項第一号の事項）に変更があった者に係る旧規則第六十四条の規定による届出については、なお従前の例による。

（指定証等の返納に関する経過措置）

第六条　法附則第七条第一項の規定により法第六条第一項の登録を受けたものとみなされる者は、法第十九条（法第二十七条第一項におい

て準用する場合を含む。）の規定によりその登録を取り消され、又はその業務を廃止したときは、遅滞なく、農林水産大臣に旧令第五条

第四項の指定証を返納しなければならない。

２　法附則第七条第二項の規定により法第三十五条第一項の登録を受けたものとみなされる者は、法第四十一条第一項及び法第四十七条第

一項において読み替えて準用する法第十九条の規定によりその登録を取り消され、又はその業務を廃止したときは、遅滞なく、都道府県

知事に旧令第五条の九第三項において読み替えて準用する旧令第五条第四項の許可証を返納しなければならない。

（返還命令に関する経過措置）

第七条　この省令の施行の日前に主要食糧の交付を受けた者に対する旧規則第二十九条の規定による返還の命令については、なお従前の例

による。

附　則　（平成九年七月二九日農林水産省令第五五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成九年九月一〇日農林水産省令第五九号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令による改正前の主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行規則（以下「改正前の省令」という。）別記様式第二号によ

る届出書は、平成九年九月三十日までの間は、これを使用することができる。

３　平成九年九月三十日以前に使用された改正前の省令別記様式第二号による届出書は、この省令による改正後の主要食糧の需給及び価格

の安定に関する法律施行規則別記様式第二号による届出書とみなす。

附　則　（平成一〇年五月一五日農林水産省令第三四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一〇年六月二五日農林水産省令第五五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一一年一月一一日農林水産省令第一号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

３　この省令による改正前の主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行規則に規定する様式による書面は、平成十一年三月十二日ま

での間は、これを使用することができる。

５　平成十一年三月十二日以前に使用されたこの省令による改正前の主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行規則に規定する様式

による書面は、この省令による改正後の主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行規則に規定する様式による書面とみなす。

附　則　（平成一一年三月一〇日農林水産省令第一一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一一年三月三一日農林水産省令第二三号）　抄
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（施行期日）

第一条　この省令は、平成十一年四月一日から施行する。

附　則　（平成一一年六月一一日農林水産省令第三八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一二年八月一〇日農林水産省令第七八号）

この省令は、平成十二年九月一日から施行する。

附　則　（平成一二年九月一日農林水産省令第八二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一二年一二月一九日農林水産省令第一〇五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一三年三月二六日農林水産省令第六六号）

この省令は、書面の交付等に関する情報通信の技術の利用のための関係法律の整備に関する法律の施行の日（平成十三年四月一日）か

ら施行する。

附　則　（平成一三年三月三〇日農林水産省令第七四号）

この省令は、平成十三年四月一日から施行する。

附　則　（平成一五年六月三日農林水産省令第五三号）

この省令は、平成十五年七月一日から施行する。

附　則　（平成一五年六月二五日農林水産省令第六二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十五年七月一日から施行する。

（経過措置）

第十四条　この省令の施行の際現に改正前のそれぞれの省令の規定により従前の農林水産省の機関に対してされている提出その他の行為

は、この省令の施行後は、改正後のそれぞれの省令の相当規定により相当の農林水産省の機関に対してされた提出その他の行為とみな

す。

附　則　（平成一五年一一月四日農林水産省令第一二〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成一六年四月五日農林水産省令第三八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一七年三月七日農林水産省令第一八号）

この省令は、不動産登記法の施行の日（平成十七年三月七日）から施行する。

附　則　（平成一八年六月二八日農林水産省令第六〇号）

（施行期日）

第一条　この省令は、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成十九年四月一日）から施行す

る。

（経過措置）

第二条　この省令の施行前にこの省令による改正前の主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行規則（次条において「旧規則」とい

う。）別記様式第九号により麦等の輸入納付金の額を通知した通知書は、この省令による改正後の主要食糧の需給及び価格の安定に関す

る法律施行規則（次条において「新規則」という。）別記様式第九号により麦等の輸入納付金の額を通知した通知書とみなす。

第三条　この省令の施行前に旧規則別記様式第十三号により発行された職員の身分を示す証明書は、新規則別記様式第十三号により発行さ

れた職員の身分を示す証明書とみなす。

附　則　（平成一九年三月一三日農林水産省令第七号）

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十九年四月一日から施行する。ただし、次条の規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行前においても、平成十九年四月一日以降に関税暫定措置法（昭和三十五年法律第三十六号）第八条の二第三項に規

定する特別特恵受益国を原産地とする麦等の輸入を行おうとする者の納付金の納付の申出については、この省令による改正後の主要食糧

の需給及び価格の安定に関する法律施行規則第二十六条において準用する同規則第二十一条の規定の例による。

附　則　（平成二〇年三月三日農林水産省令第一二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二〇年一一月二八日農林水産省令第七三号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の施行の日（平成二十年十二月一日）から施行する。

附　則　（平成二一年一一月五日農林水産省令第六二号）

この省令は、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律の一部を改正する法律（平成二十一年法律第二十七号）附則第一条ただし書

に規定する規定の施行の日（平成二十二年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二二年八月二六日農林水産省令第四八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

附　則　（平成二二年一〇月一日農林水産省令第五四号）

この省令は、平成二十二年十月一日から施行する。

附　則　（平成二三年八月三一日農林水産省令第五二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十三年九月一日から施行する。

5



（経過措置）

第三条　この省令の施行の際現にこの省令による改正前のそれぞれの省令の規定により従前の農林水産省の機関に対してされている送付そ

の他の行為は、この省令の施行後は、改正後のそれぞれの省令の相当規定により相当の農林水産省の機関に対してされた送付その他の行

為とみなす。

附　則　（平成二四年六月二八日農林水産省令第三八号）

この省令は、平成二十四年七月一日から施行する。

附　則　（平成二七年九月一五日農林水産省令第七〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十七年十月一日から施行する。

（様式に関する経過措置）

第三条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

（罰則に関する経過措置）

第四条　この省令の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

附　則　（令和元年六月二七日農林水産省令第一〇号）

（施行期日）

第一条　この省令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和二年一二月二一日農林水産省令第八三号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
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別記様式第１号（第３条関係）

別記様式第１号（第３条関係） 

 

米穀の生産調整に関する方針認定申請書 

年  月  日  

 

地方農政局長  殿 

 

作成者 住 所 

氏 名 法人にあっては、名称 

及び代表者の氏名 

 

米穀の生産調整に関する方針について、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律第

５条第１項の規定に基づく認定を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

米穀の生産調整に関する方針 

 

１ 生産調整方針に従って米穀の生産を行う者に係る米穀の生産数量の目標の設定方針 

２ 生産数量目標を達成するためにとるべき措置 

備考 

  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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別記様式第２号（第２１条関係）

別記様式第２号（第 21条関係） 

 

米穀等輸入納付金納付申出書 

（兼米穀等輸入納付金納付調書） 

                                 年  月  日  

 

地方農政局長  殿 

 

                         住 所 

氏 名            

 

 米穀等の輸入に係る納付金を納付することについて、主要食糧の需給及び価格の安定に

関する法律施行令第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり申し出ます。 

 

記 

 

１ 輸入港及び積出港 

２ 輸入の時期 

３ 輸入に係る米穀等の種類及び数量並びに納付金の単価及び額 

種類 
（品名） 

（参考） 
関税番号 

正味数量 
（kg） 

納付金単価 
（円／kg） 

納付金額 
（円） 

     

     

     

   
納付金額計 

 

 受 理 

 

 

（注）上記申出内容に変更があった場合は、速やかにその旨を申し出てください。 

8



別記様式第３号（第２１条関係）

別記様式第３号（第 21条関係） 

 

米穀等輸入納付金の納付に係る変更申出書 

（兼納付金増減額算定調書） 

                                 年  月  日  

 

地方農政局長  殿 

 

                         住 所 

氏 名            

 

 

年 月 日付けで提出した米穀等の輸入に係る納付金の納付申出書の記載事項の変更

について、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行令第８条第４項の規定に基づ

き、下記のとおり申し出ます。 

 

記 

 

１ 輸入港及び積出港 

２ 輸入の時期 

３ 輸入に係る米穀等の種類及び数量並びに納付金の単価及び額 

 区分 
種類 

（品名） 
（参考） 
関税番号 

正味数量 
（kg） 

納付金 
単価 

（円/kg） 

納付金額 
（円） 

変更申出により増
加又は減少する納

付金額（円） 

変 

更 

前       

後       

変 

更 

前       

後       

    納付金増減額  

  受 理 
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別記様式第４号（第２１条関係）

別記様式第４号（第 21条関係） 

 

米穀等輸入納付金決定通知書 

                               

 

 

年 月 日付けで提出された米穀等の輸入に係る納付金の納付申出書（納付に係る変

更申出書）については記載事項に誤りがあると認められたため、主要食糧の需給及び価格

の安定に関する法律施行令第８条第６項の規定に基づき、下記のとおり納付金の額を決定

したので通知します。 

 

                                 年  月  日  

 

住 所 

氏 名          殿 

 

                  地方農政局長             

 

記 

 

種類 
（品名） 

（参考） 
関税番号 

正味数量 
（kg） 

納付金単価 
（円／kg） 

納付金額 
（円） 

     

     

     

     

     

 
納付金額計 
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別記様式第５号甲（第２２条関係）

別記様式第５号甲（第 22条関係） 

 

米穀の輸入に関する届出書 

（個人用以外の用途として輸入する場合）                                             

                                 年  月  日 

 

地方農政局長  殿 

 

                      住 所 

 

氏 名  法人にあっては、名称     

及び代表者の氏名 

 

 米穀を個人用以外の用途として輸入することについて、主要食糧の需給及び価格の安定

に関する法律第 35条の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 積出国 

２ 輸入の時期 

３ 輸入数量      kg 

４ 用途  救援用・学術研究用・標本用・見本用（博覧会等用） 

      見本用（注文取集め用）・その他（        ） 

５ その他 

⑴ 救援用の場合 

 ○ 入手先・送付先 

⑵ 学術研究用・標本用・見本用（博覧会等用）の場合 

 ○ 研究（展示）場所・研究（展示）内容 

⑶ その他の場合 

 ○ 具体的な内容 
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別記様式第５号乙（第２２条関係）

別記様式第５号乙（第 22条関係） 

 

米穀の輸入に関する届出書 

（個人用として輸入する場合）                                  

                                 年  月  日 

 

地方農政局長  殿 

 

                    ふりがな  本邦に住所を有しない者に 

                    住  所  あっては、国籍及び旅券番号 

 

                    ふりがな 

氏  名   

 

 米穀を個人用として輸入することについて、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法

律第 35 条の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 積出国 

２ 輸入の時期 

３ 今回の輸入数量      kg 

４ 輸入を行う日からさかのぼって１年間に個人用として輸入した数量の合計 

（今回分を含む。） 

            kg 

（注） 輸入を行う日からさかのぼって１年間に個人用として輸入した数量の合計には、関

税及び納付金を支払って輸入した数量は除いて記入すること。 
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別記様式第６号（第２３条関係）

別記様式第６号（第 23条関係） 

 

 

米穀の輸出に関する届出書 

                                 年  月  日  

 

 

地方農政局長  殿 

 

                    住 所  

 

                     氏 名                              

                    （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

 米穀を輸出することについて、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律第 36条の

規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

記 

 
１ 仕向国  ：                   

２ 輸出の時期：                   

３ 輸出数量 ：                 kg  

４ 用途   ：  救援用・学術研究用   ・標本用   ・見本用（博覧会等用） 

          見本用（注文取集め用）  ・商業用 

          その他（                  ） 
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別記様式第７号（第２６条関係）

別記様式第７号（第 26条関係） 

 

麦等輸入納付金納付申出書 

（兼麦等輸入納付金納付調書） 

                                年  月  日  

 

地方農政局長  殿 

 

                         住 所 

氏 名            

 

 麦等の輸入に係る納付金を納付することについて、主要食糧の需給及び価格の安定に関

する法律施行令第 14 条において準用する第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり申

し出ます。 

 

記 

 

１ 輸入港及び積出港 

２ 輸入の時期 

３ 輸入に係る麦等の種類及び数量並びに納付金の単価及び額 

種類 

（品名） 

（参考） 

関税番号 

正味数量 

（kg） 

納付金単価 

（円/kg） 

納付金額 

（円） 

     

     

     

   納付金額計  

 受 理 

 

 

 

（注） 上記申出内容に変更があった場合は、速やかにその旨を申し出てください。 
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別記様式第８号（第２６条関係）

別記様式第８号（第 26条関係） 

 

麦等輸入納付金の納付に係る変更申出書 

（兼納付金増減額算定調書） 

                                 年  月  日  

 

地方農政局長  殿 

 

                         住 所 

氏 名            

 

  年 月 日付けで提出した麦等の輸入に係る納付金の納付申出書の記載事項の変更に

ついて、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行令第 14条において準用する第

８条第４項の規定に基づき、下記のとおり申し出ます。 

 

記 

 

１ 輸入港及び積出港 

２ 輸入の時期 

３ 輸入に係る麦等の種類及び数量並びに納付金の単価及び額 

区分 
種類 

（品名） 

（参考） 

関税番号 

正味数量 

（kg） 

納付金 
単価 

（円/kg） 

納付金額 

（円） 

変更申出により増
加又は減少する納

付金額（円） 

変 

更 

前       

後       

変 

更 

前       

後       

    納付金増減額  

  受 理 
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別記様式第９号（第２６条関係）

別記様式第９号（第 26条関係） 

 

麦等輸入納付金決定通知書 

 

  年  月  日付けで提出された麦等の輸入に係る納付金の納付申出書（納付に係る

変更申出書）については記載事項に誤りがあると認められたため、主要食糧の需給及び価

格の安定に関する法律施行令第 14条において準用する第８条第６項の規定に基づき、下

記のとおり納付金の額を決定したので通知します。 

 

                                 年  月  日  

 

住 所 

氏 名          殿 

 

                   地方農政局長              

 

記 

 

種類 
（品名） 

（参考） 
関税番号 

正味数量 
（kg） 

納付金単価 
（円/kg） 

納付金額 
（円） 

     

     

     

     

     

 納付金額計  
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別記様式第１０号（第２７条関係）

別記様式第 10号（第 27条関係） 

 

米穀の出荷又は販売の事業の開始届出書 

 

年  月  日  

 

 地方農政局長  殿 

 

届出者 商号、名称 

氏   名 

（法人にあっては代表者の氏名）  

住   所 

電 話 番 号（  ）  －     

 

 米穀の出荷又は販売の事業を行いたいので、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法

律第 47 条第１項の規定により、届け出ます。 

 

主たる事務所の所在地 

 

 

 

電話番号（  ）  －              

 

 

事業開始予定時期 

 

 

  年   月 

 

 

届出時点での年間の出荷又は販売予定数量 

 

 

約            精米トン 

備考 

 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 主たる事務所については、法人にあっては、本社業務を行っている住所とする。 

 ３ 事業については、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律施行規則第 27条第１ 

項に規定する数量以上を取扱う事業をいう。 

４ 出荷又は販売予定数量については、「精米＝玄米×0.91」で換算する。 
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別記様式第１１号（第２７条関係）

別記様式第 11号（第 27条関係） 

 

米穀の出荷又は販売の事業の届出事項の変更届出書 

 

年  月  日  

 

 地方農政局長  殿 

 

届出者 商号、名称 

氏   名 

（法人にあっては代表者の氏名）  

住   所 

電 話 番 号（  ）  －     

 

米穀の出荷又は販売の事業の届出事項に変更がありましたので、主要食糧の需給及び価

格の安定に関する法律第 47 条第２項の規定により、届け出ます。 

 

変更年月日 

 

 

年   月   日 

 

 

変 更 事 項 

 

 

 

変 更 前 

 

 

 

変 更 後 

 

 

備考 

 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 ２ 変更事項の欄には、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律第 47 条第１項各号 

に掲げる事項のうち、変更した事項を記載すること。 
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別記様式第１２号（第２７条関係）

別記様式第 12号（第 27条関係） 

 

米穀の出荷又は販売の事業の廃止届出書 

 

年  月  日  

 

 地方農政局長  殿 

 

   届出者 商号、名称 

       氏   名 

（法人にあっては代表者の氏名） 

          住   所 

                   電 話 番 号（  ）  －   

 

 米穀の出荷又は販売の事業を廃止したので、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法

律第 47 条第３項の規定により、届け出ます。 

 

廃止年月日 

 

 

年   月   日 

 

 

廃止の理由 

 

 

備考 

 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 ２ 廃止の理由において、合併、経営譲渡等廃止後の当該事業について承継先がある場合 

は、具体的に記述すること。 
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別記様式第１３号（第３１条関係）

別記様式第 13号（第 31条関係） 

 

表 

第    号 

      主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律第 52条 

第２項の立入検査をする職員の身分証明書 

 

官 職 

氏 名 

年  月  日生    

 

年  月  日発行   

 

 

発行者名           

 

 

 

 

 

  

写  真 
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裏 

主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（抄） 

（報告及び立入検査） 

第 52条 農林水産大臣は、この法律の施行に必要な限度において、機構若しくはセンタ

ーその他業として主要食糧の出荷、販売、輸入、加工若しくは製造を行う者に対し、そ

の業務若しくは資産の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、これらの者の事務所、

営業所、販売所、事業所、倉庫若しくは工場に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書

類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に

提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し

てはならない。 

（都道府県が処理する事務等） 

第 53条 この法律に規定する農林水産大臣の権限に属する事務の一部は、政令で定める

ところにより、都道府県知事が行うこととすることができる。 

２ この法律に規定する農林水産大臣の権限は、農林水産省令で定めるところにより、そ

の一部を地方農政局長又は北海道農政事務所長に委任することができる。 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ｂ８とすること。 

   ２ 発行者は、農林水産大臣、地方農政局長、北海道農政事務所長又は都道府県知事

とする。 
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